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名古屋鉄道株式会社 

サステナビリティファイナンス・フレームワーク 

2023 年 6 月 

 

1. はじめに 

１-１．名鉄グループ経営ビジョン 

名古屋鉄道株式会社（以下「当社」）では、中長期的視野で当社グループの将来像や方向性を明示した「名鉄グループ経

営ビジョン」を策定しております。 

「企業が存続する限り、永く生き続ける内外へのメッセージ」を表す『使命』、これを受けて「名鉄グループの将来ありたい姿、進む

べき方向」を示した『経営理念』及び、「経営理念のもと何に重点を置いて活動し、どのように事業を進めていくのかを表現」した

『経営方針』（4 項目）、さらに、「名鉄グループのありたい姿を実現するために求められる一人ひとりの心構え」を表した『行動規

範』（3 項目）により構成されています。 

同ビジョンは、改めて当社グループが事業を通じ果たすべき役割や責任、社会に存在する意義を明確にし、新たな発展に向けた

経営基盤強化のベクトルを提示しています。これらを遂行することで、地域の皆さまから信頼される「名鉄ブランド」の確立を目指

してまいります。 
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１-２．名鉄グループ長期ビジョン「VISION2030～未来への挑戦～」と長期経営戦略 

当社グループを取り巻く事業環境は、人口減少・少子高齢化の加速、技術革新の進展、インバウンドの更なる増加など、大きく

変化することが予想されます。このような環境下においても、当社グループが持続的な成長を目指すためには、事業基盤の拡大

や収益力の強化を図ることが不可欠と考え、長期ビジョン及び長期経営戦略を策定しております。 

 

＜名鉄グループ長期ビジョン「VISION2030～未来への挑戦～」＞ 

- 当社グループは、地域と共に生きる企業として、モビリティの提供やまちづくりを通じて、新たな魅力や価値を創造し続ける企

業グループとなります。 

- 変化する社会のニーズを積極的に取込み、新たなライフスタイル・豊かな生活の実現をサポートすることにより、持続的な成

長を図ります。 

 

＜長期経営戦略＞ 

- 日本一住みやすいまち、訪れたいエリアを創り上げ、定住人口と交流人口の拡大を図ります。 

- 積極的な投資や新たなビジネス領域への果敢なチャレンジにより、収益力の向上を図ります。 

- 人口減少、少子高齢社会においても持続的に成長するために、先端技術の活用などによる生産性の向上やイノベーション

の創出に積極的に取組みます。 

 

 

１-３．名鉄グループ中期経営計画「Turn-Over 2023 ～反転攻勢に向けて～」 

中期経営計画「Turn-Over 2023 ～反転攻勢に向けて～」は、上記の長期ビジョン・長期経営戦略に基づく具体的な計画と

して策定しています。 

中期経営計画では、新型コロナウイルスの感染拡大がもたらした事業環境の変化によって浮き彫りになった当社グループの経営

課題を踏まえ、まずは新型コロナウイルスの感染拡大で大きな影響を受けた事業の構造改革に具体的にどのように取組んでいく

のか、という「事業構造改革」の視点と、コロナ後に次の成長に繋がる基盤をどのように構築していくのか、という「成長基盤構築」

の視点から基本方針と重点テーマを掲げ、取り組みを進めてまいります。 

 

＜基本方針＞ 

- 地域価値の向上に努め、永く社会に貢献し続けるため、コロナ後の新たな社会経済情勢に対応して事業を変革し、強靭

な企業グループに再生を図ることにより、次の成長に繋がる基盤を構築する。 

 

＜重点テーマ＞ 

事業構造改革 成長基盤構築 

１. 交通事業の構造改革 

２. 旅行事業・観光バス事業・ホテル事業の構造改革 

 

３. グループ一体となった沿線・地域の活性化 

４. 名駅再開発の事業着手に向けたプロジェクトの推進 

５. 今後成長が見込まれる分野の収益力強化による 

収益構成の見直し 

６. DX の推進 

７. 経営課題に対応した体制づくり 
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2. 名鉄グループのサステナビリティ 

２-１．名鉄グループ サステナビリティ基本方針 

当社グループは「地域価値の向上に努め、永く社会に貢献する」ことを使命としており、地域社会の発展とグループの発展は不可

分であるとの認識のもと、安全・安心の確保を大前提としつつ、地球環境への負荷が少ない鉄道等の公共交通サービスの提供

や、住みやすいまち、訪れたいエリアの創り上げを通じて「持続可能な社会の実現」に真摯に向き合い続けてきた企業集団です。

その使命のもと、引き続き当社グループの事業領域＝「地域を活性化する事業＋社会を支える事業」を推進していくことにより、

「持続可能な社会の実現」を目指していくことを宣言いたしました。 

 

＜名鉄グループ サステナビリティ基本方針＞ 

- 私たち名鉄グループは、「地域価値の向上に努め、永く社会に貢献する」という使命のもと、地域を活性化し、また社会を支

える事業活動を通じて、持続可能な社会の実現をめざします。 

 

2-2．サステナビリティの取り組みの推進体制 

当社では、社長を委員長、総括役員及び ESG に関係する部署の担当役員を委員とする「ESG 推進委員会」を設置していま

す。本委員会では、グループ全体のサステナビリティに関する取組みを検討・推進すると共に、必要に応じて取締役会へ上程・報

告を行っています。 
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２-３．重要課題（マテリアリティ） 

持続可能な社会の実現につながる取り組みを推進するにあたり、2022 年 4 月に当社グループのサステナビリティを巡る重要課

題（マテリアリティ）を下記の通り特定しました。 

 

重要課題（マテリアリティ）に関連する KPI 及び目標については下記をご覧ください。 

https://www.meitetsu.co.jp/profile/esg/materiality/materiality.pdf 

 

２-４．カーボンニュートラルの実現に向けて 

当社グループでは、上述の通りサステナビリティを巡る重要課題（マテリアリティ）の 1 つとして「環境保全への貢献」を位置付けて

います。2022 年 4 月には、「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言への賛同を表明しており、TCFD 提言に

基づく情報開示を進め、気候変動への対応をはじめとした環境保全への貢献に取り組んでいます。同時に、2050 年カーボンニ

ュートラルの実現に向けて、2030 年度までの目標を以下のとおり掲げています。 

 

- 名鉄グループ全体（連結会社）において、CO2 排出量を 2030 年度に 2020 年度比で 25%削減する 

- 名古屋鉄道の鉄軌道事業において、CO2 排出量を 2030 年度に 2013 年度比で 46%削減する 

 

TCFD 提言に基づく情報開示については、下記をご覧ください。 

https://www.meitetsu.co.jp/profile/esg/environment/carbon_neutral/TCFD.pdf 

 

 

  

https://www.meitetsu.co.jp/profile/esg/materiality/materiality.pdf
https://www.meitetsu.co.jp/profile/esg/environment/carbon_neutral/TCFD.pdf
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３. サステナビリティファイナンス・フレームワーク 

本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）が定める「グリーンボンド原則（GBP）2021」、「ソーシャルボンド原則

（SBP）2021」及び「サステナビリティボンド ガイドライン（SBG）2021」、環境省が定める「グリーンボンドガイドライン（2022

年版）」及び「グリーンローンガイドライン（2022 年版）」、金融庁が定める「ソーシャルボンドガイドライン（2021 年版）」並び

にローンマーケットアソシエーション（LMA）、アジア太平洋地域ローンマーケットアソシエーション（APLMA）及びローン・シンジケ

ーション＆トレーディング・アソシエーション（LSTA）の「グリーンローン原則（GLP）2023」及び「ソーシャルローン原則（SLP）

2023」に基づいて策定され、以下の 4 要素について定めています。 

 

１．調達資金の使途 

２．プロジェクトの評価及び選定プロセス 

３．調達資金の管理 

４．レポーティング 

 

３-１．調達資金の使途 

サステナビリティファイナンスによって調達された資金は、以下の適格クライテリアを満たす事業の新規ファイナンス資金又はリファイナ

ンス資金として充当する予定です。 

なお、リファイナンス資金として資金充当するプロジェクトは、サステナビリティファイナンスの実行から 3 年以内のものに限定します。 

 

＜グリーン適格クライテリア＞ 

プロジェクト区分 適格クライテリア 適格プロジェクト例 SDGs への貢献 

クリーン輸送 エネルギー効率の高い車両の導入 ①  通勤型車両 9500 系・

9100 系の導入 

 

 

 

 

エネルギー効率 保有施設・設備の LED 化 ② 駅や保有施設の照明、鉄

道信号機等の LED 化 

pPUE（partial Power Usage 

Effectiveness）1.3 以下を満たすエネルギー

効率の高いデータセンターに係る設備投資 

③ エッジデータセンターの建設 
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＜ソーシャル適格クライテリア＞ 

プロジェクト区分 適格クライテリア 対象となる人々 適格プロジェクト例 SDGs への貢献 

社会経済的向上

とエンパワーメント 

地域価値の向上に資する

まちづくり 

地域の住民 

及び事業者 

国 内 外 か ら の

旅行者 

④ 東岡崎駅再開発計画の推進 

 

 

 

 

地域の住民 

及び事業者 

⑤ 布袋駅における高架下開発 

地域価値の向上に資する

MaaS 開発 

地域の住民 

及び事業者 

国 内 外 か ら の

旅行者 

⑥ エリア版 MaaS アプリ「CentX」

機能強化 

 

適格プロジェクト例の詳細情報 

①  通勤型車両 9500 系・9100 系の導入 

9500 系、9100 系は、通勤型車両である 3300 系、3150 系の後継車両であり、それぞれ 2019 年、2021 年にデビュ

ーしました。コンセプトは、「お客さまサービスのさらなる向上」「インバウンド対応の充実」「安全性の強化」「省エネルギー化の

推進」です。高い信頼性に基づく最新のテクノロジーを積極的に取り入れ、省エネ機器として、VVVF インバーター制御装置

に用いるパワー半導体にエネルギー損失の低い炭化ケイ素（SiC）を採用しています。また、主電動機に全閉外扇誘導電

動機を採用し、エネルギー効率のさらなる向上を図っています。 

 

② 駅や保有施設の照明、鉄道信号機等の LED 化 

当社グループでは、サステナビリティを巡る重要課題（マテリアリティ）の 1 つとして「環境保全への貢献」を掲げています。具

体的な取り組みの一環として、保有施設・設備の省エネ化を進めています。2022 年度は栄町駅など 5 駅の照明の LED

化を、また鉄道信号機については 90 基の LED 化を実施しました。引き続き更新などのタイミングに合わせて保有施設・設

備の LED 化を進め、消費電力の低減を図ります。 

 

③ エッジデータセンターの建設 

当社グループのメイテツコムが運営するエッジデータセンターの建設を進めています。エッジデータセンターとは、利用者の近くに

設置する小規模なデータセンターのことで、通信の遅延が少なく、リアルタイムで情報を処理、分析できるという特徴があります。

神宮前駅周辺での開発においては、2024 年の供用開始を予定しています。本プロジェクトは、pPUE（Partial Power 

Usage Effectiveness）1.3 の環境性能を有する予定です。 

 

④ 東岡崎駅再開発計画の推進 

中期経営計画で掲げる「グループ一体となった沿線・地域の活性化」に向けた取り組みの一環として東岡崎駅の北口及び

南口周辺を対象エリアとした一体的な再開発を行います。岡崎市は、公民連携プロジェクトを通じたまちの活性化を図る
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QURUWA 戦略を推進しています。当社グループは、2021 年 11 月に同市と締結した基本協定に基づき、QURUWA 戦

略と連携した、街へ開かれた施設計画を策定していきます。再開発計画のコンセプトは「SWING HIGAOKA」―この街の

躍動的なリズムをリードする―です。「ジャズの街」として広く知られる岡崎市が取り組む一連のまちづくり戦略と連携し、本計

画を通して駅施設を起点とした躍動的なリズム（人の流れ）を作り出し、地域の個性を引き立てます。再開発の方針として、

駅北口は新たな賑わいを創出する商業施設・事務所等の複合施設を整備するほか、バスターミナルを再整備することで交

通結節点としての役割を強化します。駅南口においても食品等物販店舗に加え、飲食、サービス等の用途を取り入れた生

活利便性の向上に寄与する店舗を誘致することで周辺居住者に選ばれる駅南口のシンボルとなるような施設を目指します。 

 

＜施設完成予想図＞ 

 

              北口再開発ビル                             南口ビル 

 

⑤ 布袋駅における高架下開発 

布袋駅において、鉄道の高架化により生じた高架下の空間に木造商業施設を展開します。旧駅舎が当社における木造最

古の駅だったことを考慮し、当時の駅のデザインや要素を木で表現し、長く親しまれる施設を目指します。 

なお、布袋駅周辺の賑わいや交流空間の創出は、江南市による都市再生整備計画及び第 6 次江南市総合計画「愛と

知との江南市計画」においても課題とされています。本事業により、中期経営計画で掲げる「グループ一体となった沿線・地

域の活性化」を目指します。 

当社は、瀬戸線「尼ヶ坂」駅と「清水」駅間に SAKUMACHI 商店街を開発しており、それに次ぐ高架下木造商業施設開

発となります。 

 

⑥ エリア版 MaaS アプリ「CentX」機能強化 

「地域価値の向上に努め、永く社会に貢献する」ことを使命とする当社では、当社グループ沿線・地域（エリア）に根差した

交通・生活・観光サービスをつなぎ、沿線・地域の活性化を推進する「エリア版 MaaS」の取り組みを進めています。2022 年

３月にはエリア版 MaaS アプリ「CentX」のサービスを開始しました。今後も事業者や自治体との連携を拡大し、「CentX」の

さらなる機能強化を図ることで、「エリア版MaaS」の取り組みを推進し、重要課題（マテリアリティ）に掲げる「地域価値の向

上」に繋げます。 

 

 

３-２．プロジェクトの評価と選定のプロセス 

調達資金を充当する対象事業は、上記「1.調達資金の使途」で定める適格クライテリアへの適合状況に基づき、経営戦略部の

助言を受けながら財務部が選定し、財務部担当役員が最終承認を行います。 
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なお、当社では、資金使途の選定にあたり対象事業のすべてについて、環境・社会リスク低減のため、以下の項目について対応

していることを確認しています。 

 

 事業実施の所在地の国・地方自治体にて求められる環境関連法令等の遵守と、必要に応じた環境への影響調査の

実施 

 事業実施にあたり地域住民への十分な説明の実施 

 上記の項目に関連し、各社の情報の共有化や取り組みの状況の評価・改善、法令改正情報の周知及び内部環境

監査を通じた環境法令の遵守徹底 

 

 

３-３．調達資金の管理 

本サステナビリティファイナンスにより調達した資金は、当社財務部が適格事業への充当状況を関連部署と共有したうえで管理し

ます。また、当社財務部は、本サステナビリティファイナンスの調達額と同額が適格プロジェクトに充当されるよう、毎年内部会計シ

ステムを用いて追跡管理します。なお、未充当資金については、現金又は現金同等物にて管理する予定です。 

 

 

３-４．レポーティング 

適格事業への資金充当状況については、調達資金の全額が充当されるまでの間、また適格事業による環境・社会への効果

（インパクトレポーティング）については、本サステナビリティファイナンスの残高がある限り、以下の指標のいずれか又は全てについ

て、当社ウェブサイトにて年に一回、実務上可能な範囲で開示します。 

なお、調達資金の充当計画に大きな変更が生じる等の重要な事象が生じた場合は、適時に開示します。 

 

■ 資金充当状況レポーティング 

 充当したプロジェクトのリスト・概要 

 充当した資金の額 

 未充当資金の額 

 リファイナンスに充当した概算額又は割合 

 

■ インパクトレポーティング 

＜グリーン適格クライテリア＞ 

プロジェクト区分 適格クライテリア レポーティング指標 

クリーン輸送 エネルギー効率の高い車両の導入  資金使途となった車両の概要 

 資金使途となった車両の投入数 

 CO2 排出量削減効果の推計値 

エネルギー効率 保有施設・設備の LED 化  資金使途となった LED 化対象設備の設置数 

 CO2 排出量削減効果の推計値 

pPUE（partial Power Usage 

Effectiveness）1.3 以下を満たすエネルギ

ー効率の高いデータセンターに係る設備投資 

 電力使用量 

 pPUE の設計値 
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＜ソーシャル適格クライテリア＞ 

プロジェクト区分 適格クライテリア レポーティング指標 

社会経済的向上

とエンパワーメント 

地域価値の向上に資するまちづくり ＜アウトプット＞ 

 整備した施設の概要 

＜アウトカム＞ 

 駅の乗降人員数 

 エリア版 MaaS アプリ「CentX」の乗換案内に

おいて整備対象駅を降車駅とする検索件数 

＜インパクト＞ 

 駅周辺エリアの活性化と地域価値向上 

地域価値の向上に資する MaaS 開発 ＜アウトプット＞ 

 エリア版 MaaS 機能強化の概要 

＜アウトカム＞ 

 アプリダウンロード数 

＜インパクト＞ 

 生活に根差したサービス、観光施設との連携に

よる沿線・地域の活性化 

 

以 上 


